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国
民
健
康
保
険
税 

の

仕

組

み

　

こ
れ
ま
で
国
民
健
康
保
険
税

（
国
保
税
）
は
、
医
療
分
（
被
保

険
者
全
員
に
課
税
）と
介
護
分（　
40

〜　

歳
の
被
保
険
者
に
課
税
）
の

64
2
区
分
で
課
税
し
て
い
ま
し
た
が
、

　

年
度
か
ら
新
た
に
「
後
期
高
齢

20者
支
援
分
」（
被
保
険
者
全
員
に
課

税
）
を
合
算
し
て
3
区
分
で
課
税

す
る
こ
と
に
な
り
ま
し
た
（
左
図

参
照
）。

　

こ
れ
に
伴
い
、
税
率
等
（
医
療

分
・
後
期
高
齢
者
支
援
分
）
を
左

表
の
通
り
改
定
し
ま
し
た
。

長
寿
医
療
制
度（
後
期
高
齢

者
医
療
制
度
）
の
創
設
に 

伴
う
新
た
な
緩
和
措
置

　

長
寿
医
療
制
度
の
創
設
に
伴
い
、

こ
の
制
度
に
移
行
す
る
方
の
世
帯

に
引
き
続
き
国
民
健
康
保
険
（
国

保
）
に
加
入
す
る
方
が
い
る
場
合
、

国
保
税
が
急
激
に
増
加
し
な
い
よ

う
、
新
た
な
軽
減
措
置
が
制
度
化

さ
れ
ま
し
た
。

　

①
所
得
が
一
定
額
以
下
の

方
に
対
す
る
軽
減

　

国
保
税
で
は
、
所
得
が
一
定
額

以
下
の
方
に
対
す
る
軽
減
措
置
が

制
度
化
さ
れ
て
い
ま
す
。
軽
減
判

定
を
す
る
と
き
、
世
帯
に
長
寿
医

療
制
度
へ
移
行
す
る
方
が
い
る
こ

と
に
よ
り
国
保
加
入
者
が
減
少
し

て
も
、
移
行
し
た
方
と
継
続
し
て

同
一
世
帯
で
あ
れ
ば
、
5
年
間
は

従
前
と
同
じ
よ
う
に
移
行
し
た
方

も
含
め
て
、
所
得
が
一
定
額
以
下

の
方
に
対
す
る
軽
減
措
置
判
定
を

し
ま
す
。

　

②
平
等
割
の
軽
減

　

世
帯
に
長
寿
医
療
制
度
へ
移
行

す
る
方
が
い
る
こ
と
に
よ
り
、
国

保
加
入
者
が
1

人
に
な
り
、
移

行
し
た
方
と
継

続
し
て
同
一
世

帯
で
あ
れ
ば
、

5
年
間
は
医
療

分
と
支
援
分
に

か
か
る
平
等
割
が
2
分
の
1
に
な

り
ま
す
。

　

③
社
会
保
険
等
で
扶
養
に

な
っ
て
い
た
方
の
国
保
税
の

減
免
（
申
請
が
必
要
で
す
）

　

社
会
保
険
等
に
加
入
し
て
い
た

方
が
長
寿
医
療
制
度
に
移
行
す
る

こ
と
に
よ
っ
て
、
社
会
保
険
等
の

被
扶
養
者
で
な
く
な
っ
た
方
が
国

保
に
加
入
す
る
場
合
に
は
、
新
た

に
国
保
税
を
負
担
す
る
こ
と
に
な

る
た
め
、
国
保
の
資
格
を
得
た
日

に　

歳
以
上
の
扶
養
さ
れ
て
い
た

65
方
は
、
2
年
間
次
の
よ
う
な
減
免

が
適
用
さ
れ
ま
す
。

　
（
1
）
所
得
割
、
資
産
割
が
免
除

に
な
り
ま
す

　
（
2
）均
等
割
が
半
額
に
な
り
ま

す
（
た
だ
し
、
所
得
が
一
定
額
以

下
の
方
に
対
す
る
軽
減
が
さ
れ
て

い
る
方
で
、
7
割
・
5
割
の
軽
減

に
該
当
す
る
場
合
は
適
用
さ
れ
ま

せ
ん
）

　
（
3
）社
会
保
険
等
の
被
扶
養
者

に
な
っ
て
い
た
方
の
み
の
世
帯
は
、

平
等
割
が
半
額
に
な
り
ま
す
（
た

だ
し
、
所
得
が
一
定
額
以
下
の
方

に
対
す
る
軽
減
が
さ
れ
て
い
る
方

で
、
7
割
・
5
割
の
軽
減
に
該
当

す
る
場
合
お
よ
び
特
定
世
帯
で
あ

る
場
合
は
適
用
さ
れ
ま
せ
ん
）

次
に
該
当
す
る
世
帯
に 

対
し
て
は　

月
か
ら 

１０

国
民
健
康
保
険
税
の 

特
別
徴
収
が
開
始
さ
れ
ま
す

　

国
保
の
被
保
険
者
全
員
が　

〜
65

　

歳
で
あ
る
世
帯
の
保
険
税
納
付

74に
つ
い
て
、
世
帯
主
の
年
金
か
ら

の
天
引
き
（
特
別
徴
収
）
が　

月
10

か
ら
始
ま
り
ま
す
。
た
だ
し
、
次

に
該
当
す
る
場
合
は
、
今
ま
で
通

り
納
付
書
や
口
座
振
替
に
よ
り
保

険
税
を
納
め
る
（
普
通
徴
収
）
こ

と
に
な
り
ま
す
。

　

世
帯
主
が
国
保
被
保
険
者
で
な

い
場
合
▼
年
金
が
年
額　

万
未
満

18

の
場
合
▼
介
護
保
険
料
の
天
引
き

と
合
わ
せ
た
額
が
、
年
金
額
の
2

分
の
1
を
超
え
る
場
合
。

　

詳
し
く
は
保
険
年
金
課
国
民
健

康
保
険
係�
4
7
0
・
7
7
3
3

へ
。

　

バ
イ
ク
や
軽
自
動
車
等
の
所
有

者
に
課
税
さ
れ
る
「　

年
度
軽
自

２０

動
車
税
」
の
納
期
限
は
、
６
月
２

日
（
月
）
で
す
。
既
に
発
送
し
た

納
税
通
知
書
に
記
載
さ
れ
て
い
る

金
融
機
関
で
お
納
め
く
だ
さ
い
。

　

市
で
は
、
交
通
安
全
対
策
基
本

法
に
基
づ
き
市
町
村
交
通
安
全
計

画
を
策
定
す
る
た
め
、「
東
久
留
米

市
交
通
安
全
対
策
協
議
会
」
を
設

置
し
、
東
久
留
米
市
交
通
安
全
計

画
の
策
定
に
向
け
た
検
討
を
重
ね

て
い
ま
す
。

　

同
協
議
会
は
、

交
通
事
故
防
止

対
策
に
関
す
る

必
要
な
事
項
を

調
査
検
討
す
る

も
の
と
し
て
、

田
無
警
察
署
な

ど
の
関
係
機
関
や
団
体
か
ら
選
出

さ
れ
た
委
員
に
よ
り
検
討
を
進
め

て
い
る
も
の
で
す
。

　

こ
の
度
、
こ
れ
ま
で
の
検
討
内

容
を
報
告
書
（
素
案
）
と
し
て
ま

と
め
ま
し
た
。
市
民
の
皆
さ
ん
に

公
表
し
て
ご
意
見
を
頂
き
、
今
後

の
さ
ら
な
る
検
討
の
参
考
と
し
ま

す
。

　

※
報
告
書
（
素
案
）
は
、
市
政

情
報
コ
ー
ナ
ー
（
市
役
所
２
階
）、

都
市
計
画
課
（
同
５
階
）、
市
ホ
ー

ム
ペ
ー
ジ
で
ご
覧
に
な
れ
ま
す
。

　
【
募
集
方
法
】報
告
書（
素
案
）に

つ
い
て
の
ご
意
見
を
Ａ
４
用
紙
で

１
枚
程
度
に
ま
と
め
、
５
月　

日
１６

（
金
）
〜
６
月　

日
（
金
）
に

１３

（
必
着
）、
在
住
の
町
名
（
東
本
町
、

柳
窪
な
ど
）・
年
代
（　

代
、　

代

２０

３０

な
ど
）
を
記
入
し
て
、
〒
２
０
３

－

８
５
５
５
、
市
役
所
都
市
計
画

課
あ
て
郵
送
ま
た
は
電
子
メ
ー
ル
、

フ
ァ
ク
ス
（
４
７
０
・
７
８
０
９
）

で
提
出
し
て
く
だ
さ
い
（
電
話
で

の
受
け
付
け
は
で
き
ま
せ
ん
）

　
【
ご
注
意
】
頂
い
た
ご
意
見
は
、

東
久
留
米
市
交
通
安
全
対
策
協
議

会
で
の
検
討
の
参
考
に
す
る
と
と

も
に
、「
ご
意
見
の
概
要
」「
ご
意

見
に
対
す
る
考
え

方
」
に
ま
と
め
、
８

月
１
日
（
金
）
か
ら

市
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ

で
公
表
す
る
予
定

で
す
。
な
お
、個
々

の
ご
意
見
に
対
す

る
個
別
の
回
答
は

し
ま
せ
ん
。ご
意
見

の
用
紙
は
返
却
し

ま
せ
ん
の
で
、あ
ら

か
じ
め
ご
了
承
く

だ
さ
い　

　

詳
し
く
は
都
市

計
画
課�
４
７
０
・

７
７
６
８
へ
。

　
【
ご
注
意
】
身
体
障
害
者
、
精
神

障
害
者
、
常
時
介
護
者
で
減
免
を

受
け
よ
う
と
す
る
場
合
は
、
納
期

限
前
７
日
ま
で
に
申
請
書
を
課
税

課
市
民
税
係
（
市
役
所
2
階
）
へ

提
出
し
て
く
だ
さ
い
。
な
お
、
前

年
度
に
減
免
を
受
け
て
い
て
、
軽

自
動
車
の
使
用
実
態
に
か
か
る
報

告
書
を
提
出
し
た
方
は
、
引
き
続

き
減
免
を
受
け
る
こ
と
が
で
き
ま

す
　

詳
し
く
は
同
係
（
内
線
２
３
３

１
、
２
３
３
２
）
へ
。
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２０年度から長寿医療制度（後期高
齢者医療制度）の創設に伴い

国民健康保険税の
仕組みが変わります

◆都市計画課メールアドレス

toshikeikaku@city.higashikurume.lg.jp

２０年度国民健康保険税の改定概要

※特定世帯は、医療分・支援分についての平等割額が５年間半額となります。

　なお、特定世帯とは、国民健康保険に加入している世帯で、７５歳以上の方が長寿医療制度（後

期高齢者医療制度）に移行し、７５歳未満の方が引き続き国民健康保険に加入する場合で、被保

険者が１人となる世帯をいいます。 

改定後改定前区　　　　　　分

3.15%4.3%所得割税率（世帯の所得に応じて計算）

応能割

医療分の

税率等

12.8%16%
資産割税率
（世帯で有している固定資産に応じて計算）

　23,100円　27,800円均等割額（被保険者数に応じて計算）
応益割

　6,000円　11,000円平等割額（世帯ごとに計算）

470,000円560,000円医療分の賦課限度額

1.15%所得割税率
応能割

支援分の

税率等

3.2%資産割税率

　8,200円均等割額
応益割

　1,200円平等割額

120,000円支援分の賦課限度額

1.1%（改定なし）1.1%所得割税率
応能割

介護分の

税率等

　7%（改定なし）7%資産割税率

　8,400円（改定なし）　8,400円均等割額
応益割

　4,200円（改定なし）　4,200円平等割額

90,000円（改定なし）90,000円介護分の賦課限度額

軽軽軽軽軽軽軽軽軽軽軽軽軽軽軽軽軽軽軽軽軽
自自自自自自自自自自自自自自自自自自自自自
動動動動動動動動動動動動動動動動動動動動動
車車車車車車車車車車車車車車車車車車車車車
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日日日日日日日日日日日日日日日日日日日日日
ででででででででででででででででででででで
すすすすすすすすすすすすすすすすすすすすす

軽
自
動
車
税
の
納
期
限
は
６
月
２
日
で
す

お
忘
れ
な
く
！
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納税にご協力ください

　６月２日（月）は、固定資産税・

都市計画税第１期、軽自動車税の納

期限です。最寄りの金融機関・郵便

局でお納めください。

　詳しくは納税課 �４７０・７７２９へ。 

ご
意
見
を
お
待
ち
し
て
い
ま
す

東
久
留
米
市
交
通
安
全
対
策
協
議

東
久
留
米
市
交
通
安
全
対
策
協
議

会
報
告
書
（
素
案
）

会
報
告
書
（
素
案
）
にに
対対
す
る
す
る

パ
ブ
リ
ッ
ク
コ
メ
ン
ト
を

パ
ブ
リ
ッ
ク
コ
メ
ン
ト
を
募
集
募
集

学
生
納
付
特
例
や 

納
付
免
除
（
猶
予
）
の

期
間
は
保
険
料
の 

追
納
が
可
能
で
す

　

過
去
に
「
学
生
納
付
特
例
」

「
保
険
料
免
除
」「
若
年
者
納
付

猶
予
」
の
承
認
を
受
け
た
期
間

は
、
年
金
の
受
給
資
格
期
間
に

含
ま
れ
ま
す
。

　

た
だ
し
、
①
「
保
険
料
免
除
」

は
保
険
料
を
納
付
し
た
場
合
と

比
べ
て
老
齢
基
礎
年
金
の
年
金

額
が
減
額
さ
れ
ま
す
②
「
学
生

納
付
特
例
」
や
「
若
年
者
納
付

猶
予
」
は
、
老
齢
基
礎
年
金
額

の
計
算
に
入
り
ま
せ
ん
。

　

し
か
し
、
免
除
な
ど
の
承
認

を
受
け
て
い
た
期
間
に
つ
い
て

は　

年
以
内
で
あ
れ
ば
、
保
険

10
料
を
さ
か
の
ぼ
っ
て
納
め
る
追

納
制
度
が
あ
り
ま
す
。

　

な
お
、　

年
度
以
前
の
期
間

17

に
つ
い
て
追
納
す
る
場
合
は
、

経
過
期
間
に
よ
っ
て
政
令
で
定

め
た
一
定
の
率
を
乗
じ
た
額
が

保
険
料
に
加
算
さ
れ
る
の
で
、

追
納
を
希
望

す
る
方
は
、

で
き
る
だ
け

早
く
追
納
す

る
こ
と
を
お

勧
め
し
ま
す

（
追
納
額
は
左
表
を
ご
参
照
く

だ
さ
い
。
な
お
、
保
険
料
の
4

分
の
1
、
4
分
の
2
、
4
分
の

3
の
額
を
納
付
し
た
方
の
追
納

額
は
、
武
蔵
野
社
会
保
険
事
務

所�
0
4
2
2
・　

・
1
4
1

56

1
へ
問
い
合
わ
せ
て
く
だ
さ

い
）。保
険
料
の
追
納
に
は
納
付

書
が
必
要
で
す
。

　

詳
し
く
は
同
事
務
所
へ
。

２０年度に追納する場合の額

※上記の額は、過去に学生納付特例や
保険料全額免除、納付猶予の承認を受
けた年度の保険料を２０年度に追納する
場合のものです。なお、１８年度と１９年
度は追納加算金はありません。

追納額（月分）年　度

16,590１０年度

15,950１１年度

15,320１２年度

14,740１３年度

14,180１４年度

13,970１５年度

13,770１６年度

13,810１７年度

13,860１８年度

14,100１９年度


